
平成22年度市町村等地方公営企業の決算の概要について 

 

                                                                      平 成 2 3年 1 1月 ２ 日 

                                                                   総合政策部市町村課財政担当 

１ 事 業 数 

①市町村等の地方公営企業*1数：126 事業（法適用企業*234 事業、法非適用企業*392 事業） 

・前年度比：1事業減少 

②市町村合併等により、過去のピーク（平成 14 年度:189 事業）に比べ 63 事業（△33.3％）減少 

③事業数の 75.4％は上下水道が占める 

 

○ 主な事業の状況 

① 下水道（法適用・法非適用計）    27団体 64事業（構成比 50.8％） 

② 上水道・簡易水道           25団体 31事業（構成比 24.6％） 

③ 宅地造成            11団体 11事業（構成比  8.7％） 

 

事  業  数 

                                     （単 位 ： 事 業 、 ％ ）  
2 2年 度 2 1 年 度 前 年 度 比 較

A 構 成 比 B A -

上 水 道 * 4 2 5 1 9 . 8 2 5
工 業 用 水 道 * 5 2 1 . 6 2
病 院 * 6 3 2 . 4 3
観 光 施 設 * 7 1 0 . 8 1
下 水 道 * 8 2 1 . 6 2
市 場 * 9 1 0 . 8 1

3 4 2 7 . 0 3 4
簡 易 水 道 * 4 6 4 . 8 6
下 水 道 * 8 6 2 4 9 . 2 6 2
市 場 * 9 7 5 . 6 7
と 畜 場 * 1 0 1 0 . 8 1
観 光 施 設 * 7 3 2 . 4 3
宅 地 造 成 * 1 1 1 1 8 . 7 1 2 △ 1
駐 車 場 * 1 2 1 0 . 8 1
介 護 サ ー ビ ス * 1 3 1 0 . 8 1

9 2 7 3 . 0 9 3 △ 1

1 2 6 1 0 0 . 0 1 2 7 △ 1

8 , 8 4 3 - 8 , 9 0 3 △ 6 0

県 　 　 　 　 　 計

全 　 国 　 計

項    目

法

適

用

小 計

法

非

適

用

小 計

B

 
(注1)対象事業は、平成22年度決算統計対象事業であり、市町村で構成する一部事務組合*14による事業を含む。（以下同じ） 

(注2)表内の数値は、表示単位未満での端数調整を行っていないため、計が合わないことがある。（以下同じ） 

(注3)事業数以外の全国の数値(H22,H21)は、東日本大震災の影響により決算統計未提出の事業を除いて掲載している。  

                                                  
*1地方公営企業…地方公共団体が営む事業で、主としてその経費を当該事業の経営に伴う収入をもって充てるものをいい、法適用の企

業と法非適用の企業に分類される。 
*2法適用企業…地方公営企業法の規定の全部又は一部を適用している事業であり、経理事務を企業会計方式で行っているもの。（上水

道・工業用水道・病院・観光施設・下水道・市場） 
*3法非適用企業…地方財政法第６条に基づきその経理を特別会計を設けて行っている事業等で、地方公営企業法の規定を適用していな

いもの。経理事務は官庁会計方式で行う。（簡易水道・下水道・市場・と畜場・観光施設・宅地造成・駐車場・介護ｻｰﾋﾞｽ事業） 
*４上水道事業（簡易水道事業）…水道法に基づいて人の飲用に適する水を供給する事業をいい、給水人口が 5,001 人以上の事業を上水

道事業、5,000 人以下 501 人以上の事業を簡易水道事業という。また、住民等に直接飲料水を供給する事業を末端給水事業、水道事業

者に対して用水を供給する事業を用水供給事業という。 
*5工業用水道事業…工業用水道事業法に基づいて工業用水道により工業用水（水力発電用及び人の飲用に供するものを除く）を供給す

る事業。 
*6病院事業…医療法にいう病院の施設の建設及び運営に係る事業をいい、大学付属病院や独立の伝染病病院等の一般行政上の目的から

経営しているものは含まない。 
*7観光施設事業…鉄道事業法施行規則に基づく索道事業、温泉給湯・銅山観光等のその他事業等を総称して観光事業という。 
*8下水道事業…生活環境の保全及び公共用水域の水質保全等の機能を有する基幹的な施設（管渠・処理場等）により雨水、汚水を処理

及び排除する事業をいい、下水道法に基づく下水道事業（公共下水道事業、特定公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、流域

下水道事業）と下水道法に基づかない農業集落排水施設事業、小規模集合排水処理施設事業、特定地域生活排水処理施設事業等がある。 
*9市場事業…卸売市場法第５条による「中央卸売市場整備計画」に基づく中央卸売市場事業、同法第６条による「都道府県卸売市場整

備計画」に基づく地方卸売市場の２種類がある。 
*10と畜場事業…と畜場法に定めると畜場事業をいう。 
*11宅地造成事業…地方債計画区分における内陸工業用地等造成、流通業務団地造成、都市開発及び住宅用地造成の事業をいう。 
*12駐車場事業…駐車場法に定める路外駐車場及びその他の駐車場（観光駐車場等）の整備事業をいう。 
*13介護サービス事業…介護サービスを提供し、その対価として介護報酬を得て行う事業をいう。 
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*14一部事務組合…複数の普通地方公共団体や特別区が、行政サービスの一部を共同で行うことを目的として設置する組織で、地方自治

法 284 条第２項により設けられる。 



事 業 数 の 推 移 

                                          （単 位 ： 事 業 ）  

14年度
(ﾋﾟｰ ｸ)

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

上 水 道 43 2 9 29 28 25 25

工 業 用 水 道 2 2 2 2 2

病 院 3 3 3 3 3

観 光 施 設 1 1 1 1 1

下 水 道 2 2 2 2 2

市 場 － 1 1 1 1

小 計 51 3 8 38 37 34 34

簡 易 水 道 16 8 8 8 6

下 水 道 88 6 8 68 66 62 62

市 場 8 7 7 7 7

と 畜 場 1 1 1 1 1

観 光 施 設 6 3 3 3 3

宅 地 造 成 15 1 3 13 13 12 11

駐 車 場 1 1 1 1 1

介 護 サ ー ビ ス 3 1 1 1 1

小 計 138 10 2 1 02 100 93 92

18 9 14 0 1 40 137 127 126

項    目

法

適

用

法

非

適

用

合 計

2

3

1

2

1

6

7

1

3

1

1

 

 

事 業 数 の 推 移 
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(注)水道は上水道及び簡易水道の計、下水道は法適用及び法非適用の計である。(以下同じ) 
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２ 決 算 の 規 模 

①公営企業全体の決算規模：1,272 億 85 百万円 

・前年度比：87 億 98 百万円（△6.5％）減少 

・減少要因：建設投資の減少（下水道△36 億６千万円、上水道△25 億 75 百万円） 

②過去のピーク（平成 10 年度:1,811 億 23 百万円）に比べ 70.3％の水準 

 

○ 主な事業の状況 

 ① 下水道（法適用・法非適用計）660億８千万円（構成比 51.9％ 対前年度比   △6.9％） 

② 上水道・簡易水道      474億８千万円（構成比 37.3％ 対前年度比   △4.3％） 

 ③ 病院             91億64百万円（構成比  7.2％ 対前年度比   △3.3％） 

 ④ 宅地造成           21億26百万円（構成比  1.7％ 対前年度比  △40.5％） 

 

決  算  規  模 

                                      （単 位 ： 百 万 円 、 ％ ）  

2 2年 度 2 1年 度
A 構 成比 B C（ A－ B ) C／ B

上 水 道 4 6 , 7 2 9 3 6 . 7 4 8 , 6 7 5 △  1 , 9 4 6 △  4 . 0

工 業 用 水 道 1 8 4 0 . 1 1 7 4 1 0 5 . 7

病 院 9 , 1 6 4 7 . 2 9 , 4 8 0 △  3 1 6 △  3 . 3

観 光 施 設 7 2 0 . 1 7 0 2 2 . 9

下 水 道 2 1 , 0 2 6 1 6 . 5 1 6 , 8 0 1 4 , 2 2 5 2 5 . 1

市 場 5 3 9 0 . 4 5 7 5 △  3 6 △  6 . 3

小 計 7 7 , 7 1 5 6 1 . 1 7 5 , 7 7 4 1 , 9 4 1 2 . 6

簡 易 水 道 7 5 1 0 . 6 9 6 3 △  2 1 2 △  2 2 . 0

下 水 道 4 5 , 0 5 4 3 5 . 4 5 4 , 1 4 1 △  9 , 0 8 7 △  1 6 . 8

市 場 8 9 3 0 . 7 9 0 8 △  1 5 △  1 . 7

と 畜 場 8 8 0 . 1 8 0 8 1 0 . 0

観 光 施 設 3 3 3 0 . 3 3 1 6 1 7 5 . 4

宅 地 造 成 2 , 1 2 6 1 . 7 3 , 5 7 5 △  1 , 4 4 9 △  4 0 . 5

駐 車 場 2 6 9 0 . 2 2 7 0 △  1 △  0 . 4

介 護 サ ー ビ ス 5 5 0 . 0 5 6 △  1 △  1 . 8

小 計 4 9 , 5 7 0 3 8 . 9 6 0 , 3 0 9 △  1 0 , 7 3 9 △  1 7 . 8

1 2 7 , 2 8 5 1 0 0 . 0 1 3 6 , 0 8 3 △  8 , 7 9 8 △  6 . 5

1 7 , 6 4 6 , 2 0 0 － 1 8 , 4 5 2 , 9 0 0 △  8 0 6 , 7 0 0 △  4 . 4

法

非

適

用

県 　 　 　 　 　 計

全 　 国 　 計

対 前 年度 比 較
項     目

法

適

用

 
 

決 算 規 模 の 推 移 

                                （ 単 位 ： 百 万 円 ）  

10年度
(ﾋﾟｰ ｸ)

1 8年度 19年度 20年度 21年度 2 2年度

上 水 道 57 ,203 47 ,225 5 3,59 9 51,1 46 48,6 75 46, 729

工 業 用 水 道 370 160 15 1 1 61 1 74 184

病 院 11 ,982 10 ,942 1 1,65 0 10,6 65 9,4 80 9, 164

観 光 施 設 154 88 9 0 93 70 72

下 水 道 － 19 ,441 1 7,65 3 17,6 82 16,8 01 21, 026

市 場 － 657 65 8 5 50 5 75 539

小 計 69 ,711 78 ,513 8 3,80 1 80,2 97 75,7 74 77, 715

簡 易 水 道 3 ,437 1 ,330 1,55 4 1,5 80 9 63 751

下 水 道 99 ,402 56 ,301 6 2,41 1 66,5 92 54,1 41 45, 054

市 場 2 ,152 959 96 3 9 53 9 08 893

と 畜 場 573 75 8 3 78 80 88

観 光 施 設 1 ,343 280 29 3 3 07 3 16 333

宅 地 造 成 4 ,094 3 ,685 1 0,54 1 6,8 89 3,5 75 2, 126

駐 車 場 411 353 26 3 2 27 2 70 269

介 護 サ ー ビ ス － 511 50 5 3 41 56 55

小 計 111 ,412 63 ,493 7 6,61 4 76,9 67 60,3 09 49, 570

181 ,123 142 ,006 16 0,41 5 1 57,2 64 136,0 83 127, 285

項     目

法

適

用

法

非

適

用

合 計  
＜決算規模の算出方法＞ 

    法 適 用 企 業＝総費用（消費税抜き）－減価償却費＋資本的支出(建設改良費や企業債償還金等の支出) 

       法非適用企業＝総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金* 2

 

                                                  
*1公的資金補償金免除繰上償還…公債費負担の軽減対策として、一定の条件（実質公債費比率、経常収支比率、合併の有無、資本費等）

を満たし、かつ公営企業経営健全化計画を策定し、徹底した経営改革を行う地方公共団体を対象に、平成22年度から３年間で1.1兆円

規模の高利率（５％以上）の公的資金(旧資金運用部・旧簡易生命保険・旧公営企業金融公庫資金)の繰上償還等を認めるもの。従来は、

繰上償還の際には補償金として償還期限までの利子相当分を支払う必要があったが、特例措置として免除される。 
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*2繰上充用金…会計年度経過後にその年度の歳入が歳出に不足するとき、翌年度の歳入を繰り上げてその年度の歳入に充てた額をいう。 



決 算 規 模 の 推 移 
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３ 収 支 の 状 況 
 

（１） 事業別収支 

赤字事業数：３事業 

・前年度比：前年度と同数（全事業数に占める割合は 2.4％） 

・法適用企業：全 34 事業のうち赤字は３事業（上水道１事業、病院１事業、観光１事業） 

・法非適用企業：92 事業全てが黒字 
 

  ○ 赤字事業数                 〔22年度〕  〔21年度〕   

①  病院                      １事業  ←  ２事業 

②  上水道                    １事業  ←  １事業 

③  観光                     １事業  ←  ０事業 

 

 

事 業 別 収 支 の 状 況 

                                          （単 位 ： 事 業 ）  

黒字事業 赤字事業 黒字事業 赤字事業

A B

上 水 道 25 24 1 25 24 1

工 業 用 水 道 2 2 2 2

病 院 3 2 1 3 1 2 △ 

観 光 施 設 1 1 1 1

下 水 道 2 2 2 2

市 場 1 1 1 1

小 計 34 31 3 34 31 3

簡 易 水 道 6 6 6 6

下 水 道 62 62 62 62

市 場 7 7 7 7

と 畜 場 1 1 1 1

観 光 施 設 3 3 3 3

宅 地 造 成 11 11 12 12

駐 車 場 1 1 1 1

介 護 サ ー ビ ス 1 1 1 1

小 計 92 92 93 93

126 123 3 127 124 3合 計

法

適

用

項    目
対前年度比較

22年度 21年度

法

非

適

用

計 計
A-B

1

1

 
 

（注）黒字・赤字の判断は、法適用企業にあっては経常収支*1、法非適用企業にあっては実質収支*2による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
*1経常収支…総収益から特別利益を差し引いた経常収益と総費用から特別損失を差し引いた経常費用との差をいう。 
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*2実質収支…法非適用企業において、収益的収支と資本的収支の合計額に前年度からの繰越金等を加減した額（形式収支）から翌年度

へ繰越すべき財源を控除したものをいう。 



                                              

（２）  決算内容  

◇法適用企業 

①経常損益 55 億 61 百万円：前年度比２億 32 百万円（4.3％）増加 

 ・増加要因：経常費用の減少 

○経常収益 572 億８百万円：前年度比８百万円（0.01％）増加 

・増加要因：料金収入の増加（上水道＋３億５千万円、下水道＋１億 36 百万円） 

  ○経常費用 516 億 47 百万円：前年度比２億 24 百万円（△0.4％）減少 

   ・減少要因：支払利息の減少（△４億 47 百万円）、職員給与費の減少（△１億 77 百万円） 

②累積欠損金*1保有事業数：６事業（病院３事業、上水道２事業、観光施設１事業）で前年度同数

◇法非適用企業 

①実質収支 16 億１千万円：前年度比８百万円（△0.5％）減少 

・減少要因：前年度からの繰越金の減少、翌年度に繰越すべき財源の増加 

  ○収  入：499 億 43 百万円：前年度比 100 億８千万円（△16.8％）減少 

   ・減少要因：企業債収入の減少（△67 億 78 百万円） 

（公的資金補償金免除繰上償還に係る借換債の減少（△46 億６百万円）） 

国庫補助金の減少（△16億 65 百万円） 

他会計繰入金の減少（△５億５百万円） 

  ○支  出：494 億 87 百万円：前年度比 107 億 22 百万円（△17.8％）減少 

・減少要因：建設改良費の減少（△44億 27 百万円） 

企業債償還金の減少（△43 億 12 百万円） 
（※収入は、収益的収入と資本的収入の合計、支出は、収益的支出と資本的支出の合計） 

 
法適用企業の決算状況（総合計）  

                                                                 （ 単 位：千 円 、％ ） 

22年度 21年度

A うち上水道 うち病院 うち下水道 B C(A-B） C/B

 総   収    益   (a) 57,310,990 35,902,251 8,632,326 11,916,744 57,219,397 91,593 0.2

 経 常 収  益   (b) 57,207,785 35,880,755 8,571,189 11,896,174 57,199,756 8,029 0.0

   営業(医業)収益  (c) 50,667,426 34,718,727 7,088,714 8,053,300 50,559,694 107,732 0.2

      うち料金収入 47,331,929 32,972,240 6,487,192 7,145,013 46,926,208 405,721 0.9

   他会計補助金 5,499,401 803,859 927,300 3,721,663 5,708,299 △ 208,898 △ 3.7

   他会計負担金 1,982,670 199,663 882,757 898,566 2,213,281 △ 230,611 △ 10.4

   国庫県補助金 11,346 0 10,346 1,000 11,448 △ 102 △ 0.9

 特 別 利  益   (d) 103,205 21,496 61,137 20,570 19,641 83,564 425.5

 総  費  用    (e) 51,872,940 31,266,313 8,707,484 11,123,520 52,027,399 △ 154,459 △ 0.3

 経 常 費  用   (f) 51,646,915 31,148,191 8,628,317 11,095,471 51,870,592 △ 223,677 △ 0.4

　 営業(医業)費用 43,403,014 26,682,599 7,802,945 8,186,150 43,062,727 340,287 0.8

  　  うち職員給与費 8,525,288 3,778,799 3,813,398 743,055 8,702,029 △ 176,741 △ 2.0

　　  うち減価償却費 17,692,640 12,432,509 540,159 4,504,471 17,391,708 300,932 1.7

   支払利息 7,463,990 4,419,323 146,744 2,854,703 7,911,210 △ 447,220 △ 5.7

 特 別 損  失   (g) 226,025 118,122 79,167 28,049 156,807 69,218 44.1

 経 常 損  益   (b-f) 5,560,870 4,732,564 △  57,128 800,703 5,329,164 231,706 4.3

   経常利益    5,669,245 4,769,361 14,304 800,703 5,440,530 228,715 4.2

   経常損失(△ )(h) 108,375 36,797 71,432 0 111,366 △  2,991 △ 2.7

 特 別 損  益   (d-g) △ 122,820 △ 96,626 △  18,030 △  7,479 △ 137,166 14,346 10.5

 純  損  益    (a-e) 5,438,050 4,635,938 △  75,158 793,224 5,191,998 246,052 4.7

 累積欠損金    (i) 3,404,726 380,171 2,965,442 0 3,415,681 △  10,955 △ 0.3

 不 良 債  務   (j) 0 0 0 0 0 0 － 

 経常収支比率   (b/f) 110.8 115.2 99.3 107.2 110.3 0.5 － 

 総収支比率    (a/e) 110.5 114.8 99.1 107.1 110.0 0.5 － 

 経常損失比率   (h/c) 0.2 0.1 1.0 0.0 0.2 0.0 － 

 累積欠損金比率(i/c) 6.7 1.1 41.8 0.0 6.8 △ 0.1 － 

 不良債務比率   (j/c) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 － 

 総  事  業  数 34 25 3 2 34 0 0.0

 経常損失事業数 3 1 1 0 3 0 0.0

 累積欠損金保有事業数 6 2 3 0 6 0 0.0

 不良債務保有事業数 0 0 0 0 0 0 － 

対前年度比較
項     目

 （注１）経常収益＝総収益－特別利益 

 （注２）経常費用＝総費用－特別損失 
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*1 累積欠損金…法適用企業において、営業活動によって欠損（赤字）を生じた場合、この欠損は利益剰余金等で補てんすることになっ

ている。補てんしきれない場合、その損失（赤字）は翌年度以降、複数年度にわたって累積されてしまうことになる。この累積額を累

積欠損金という。 



 

法非適用企業の決算状況（総合計） 
 

（ 単 位：千 円 、％ ） 

A うち公共下水 うち農業集落排水 B

 総  収  益      (a) 29,561,498 523,754 27,156,489 22,543,098 3,422,950 634,592 28,458,027 1,103,471 3.9

   営業収益      (b) 15,235,071 473,241 13,553,540 12,277,322 853,554 520,955 14,843,844 391,227 2.6

    うち料金収入 13,543,990 467,169 12,122,088 10,848,429 852,045 456,074 13,192,837 351,153 2.7

   他会計繰入金 15,406,310 47,326 14,808,116 11,547,554 2,502,735 57,392 14,723,755 682,555 4.6

 総  費  用      (c) 17,693,511 340,138 16,220,808 13,260,983 2,217,136 179,810 18,242,271 △ 548,760 △ 3.0

   営業費用 9,963,687 257,243 8,788,896 7,164,444 1,214,157 103,119 10,098,440 △ 134,753 △ 1.3

    うち職員給与費 1,474,020 81,026 1,198,506 1,011,969 130,473 35,824 1,550,111 △ 76,091 △ 4.9

   支払利息  7,555,052 82,895 7,271,095 5,973,466 967,313 71,407 8,037,430 △ 482,378 △ 6.0

*1  収 支 差 引         11,867,987 183,616 10,935,681 9,282,115 1,205,814 454,782 10,215,756 1,652,231 16.2

 資本的収入 20,381,138 262,369 18,282,597 14,793,066 1,262,000 1,447,160 31,564,643 △ 11,183,505 △ 35.4

   企業債 8,227,000 47,700 8,024,500 7,148,787 219,600 154,800 15,005,400 △ 6,778,400 △ 45.2

   他会計繰入金 6,469,074 189,933 4,646,690 3,751,073 651,673 1,289,153 7,656,701 △ 1,187,627 △ 15.5

 資本的支出 31,793,332 410,433 28,829,075 23,707,351 2,472,904 1,890,852 41,966,510 △ 10,173,178 △ 24.2

   建設改良費 13,388,508 158,592 12,355,002 9,725,591 588,831 746,951 17,815,248 △ 4,426,740 △ 24.8

   企業債償還金  (d) 18,106,764 251,841 16,356,925 13,931,668 1,819,356 1,076,076 22,418,889 △ 4,312,125 △ 19.2

*2  収 支 差 引         △ 11,412,194 △ 148,064 △ 10,546,478 △ 8,914,285 △ 1,210,904 △ 443,692 △ 10,401,867 △ 1,010,327 △ 9.7

1,713,683 69,917 1,285,605 915,990 278,731 281,519 2,064,332 △ 350,649 △ 17.0

1,609,523 105,469 1,291,325 954,496 251,783 143,217 1,617,707 △ 8,184 △ 0.5

1,609,523 105,469 1,291,325 954,496 251,783 143,217 1,617,707 △ 8,184 △ 0.5

0 0 0 0 0 0 0 0

82.6 88.5 83.4 82.9 84.8 50.5 70.0 12.6 －

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 －

92 6 62 26 22 11 93 △ 1 △ 1.1

0 0 0 0 0 0 0 0

対前年度比較

C(A-B) C/B

21年度

 　　 前年度からの繰越金

資

本

的

収

支

うち簡易水道 うち下水道 うち宅地造成

  総  事  業  数

  赤字比率       (e)/(b)

項       目
22年度

収

益

的

収

支

  実質収支で赤字の事業数

  収益的収支比率(a)/((c)+(d))

 　　 実 質 収 支 

      黒    字

      赤    字 (△) (e) －

－
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*1収益的収支…企業の経営活動において提供するサービスの対価としての料金収入や他会計繰入金などの収入と、サービスの提供のた

めの職員給与費、動力費、支払利息、減価償却費（法適用の場合）等の費用の収支を示すもの。                     

*2資本的収支…企業の経営活動に要する施設の整備等に係る建設改良費や企業債償還金(元金)等の支出と、その財源である企業債、国

庫補助金、他会計繰入金等の収入の収支を示すもの。  



４ 建 設 投 資 額 の 状 況 

 

建設投資額：342 億 53 百万円 

・前年度比：66 億 86 百万円（△16.3％）減少 

・減少要因：上水道（△25 億 75 百万円）、下水道（△36 億６千万円）の減少 

・過去のピーク（平成７年度:997 億１千万円）に比べ 34.4％の水準 

・建設投資額の 51.8％を占める下水道は、平成 11 年度以降減少を続け、過去のピーク（平成８年度:

667 億 94 百万円）の 26.6％まで低下 

○ 主な事業の状況 

 ① 下水道（法適用・法非適用計）177億39百万円（構成比 51.8％ 対前年度比 △17.1％） 

 ② 上水道・簡易水道      151億85百万円（構成比 44.3％ 対前年度比 △14.9％） 

 ③ 宅地造成           ７億47百万円（構成比  2.2％ 対前年度比   △4.2％） 

 

建  設  投  資  額  

（ 単 位 ： 百 万 円 、 ％ ）  

2 2年 度 2 1年 度

A 構 成 比 B C ( A－ B ) C／ B

上 水 道 15, 0 2 6 4 3 . 9 17 , 6 01 △  2 ,5 7 5 △  14 . 6

工 業 用 水 道 6 6 0 . 2 51 1 5 29 . 4

病 院 3 5 0 1 . 0 6 92 △  3 4 2 △  49 . 4

観 光 施 設 0 0 . 0 0 0 0 .

下 水 道 5, 3 8 4 1 5 . 7 4 , 7 22 6 6 2 14 . 0

市 場 3 9 0 . 1 58 △  1 9 △  32 . 8

小 計 2 0, 8 6 4 6 0 . 9 23 , 1 24 △  2 ,2 6 0 △  9 . 8

簡 易 水 道 15 9 0 . 5 2 38 △  7 9 △  33 . 2

下 水 道 1 2, 3 5 5 3 6 . 1 16 , 6 77 △  4 ,3 2 2 △  25 . 9

市 場 0 0 . 0 0 0

と 畜 場 0 0 . 0 0 0

観 光 施 設 7 3 0 . 2 66 7 10 .

宅 地 造 成 74 7 2 . 2 7 80 △  3 3 △  4 . 2

駐 車 場 4 7 0 . 1 46 1 2 . 2

介 護 サ ー ビ ス 8 0 . 0 8 0 0 . 0

小 計 1 3, 3 8 9 3 9 . 1 17 , 8 15 △  4 ,4 2 6 △  24 . 8

3 4, 2 5 3 10 0 . 0 40 , 9 39 △  6 ,6 8 6 △  16 . 3

3, 5 7 5, 6 0 0 － 3 , 8 22 , 7 00 △  2 4 7 ,1 0 0 △  6 . 5

県 　 　 　 　 　 計

全 　 国 　 計

項     目
対 前 年 度 比 較

法

適

用

法

非

適

用

0

0 . 0

0 . 0

6

 
（注）建設投資額は、資本的支出の建設改良費である。 

 

建  設  投  資  額 の 推 移  

                                （ 単 位 ： 百 万 円 ）  

７年度
(ﾋﾟｰ ｸ)

1 8年度 19年度 20年度 21年度 22年度

上 水 道 25 ,481 14 ,073 1 4,65 4 13,8 80 17,6 01 15, 026

工 業 用 水 道 46 33 2 5 27 51 6

病 院 5 ,549 428 37 8 5 91 6 92 350

観 光 施 設 10 9 6 8 0 0

下 水 道 － 5 ,333 4,79 5 4,0 72 4,7 22 5, 384

市 場 － 31 8 4 22 58 3

小 計 31 ,086 19 ,907 1 9,94 1 18,6 00 23,1 24 20, 864

簡 易 水 道 1 ,302 444 37 0 3 72 2 38 159

下 水 道 63 ,657 23 ,375 2 0,84 6 18,5 55 16,6 77 12, 355

市 場 809 0 5 3 0 0

と 畜 場 53 0 5 0 0 0

観 光 施 設 152 13 6 22 66 7

宅 地 造 成 2 ,627 2 ,104 6,91 2 1,7 22 7 80 747

駐 車 場 24 3 3 1 8 46 4

介 護 サ ー ビ ス － 0 0 0 8 8

小 計 68 ,624 25 ,939 2 8,17 5 20,6 82 17,8 15 13, 389

99 ,710 45 ,847 4 8,11 6 39,2 82 40,9 39 34, 253

項    目

法

適

用

法

非

適

用

合 計

6

9

3

7
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建  設  投  資  額 の 推 移  
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５ 企 業 債 の 状 況 

①企業債*1発行額：206 億 45 百万円 

・前年度比：44 億 92 百万円（△17.9％）減少 

・減少要因：建設投資の減少（△26 億 28 百万円）借換債の減少（△18 億 64 百万円） 

②企業債償還額：407 億 38 百万円 

・前年度比：３億 29 百万円（0.8％）増加 

・増加要因：公的資金補償金免除繰上償還額の増加（前年度比：＋２億 81 百万円） 

③企業債現在高：5,737 億 25 百万円 

・前年度比：202 億 79 百万円（△3.4％）減少 

・減少要因：建設投資の減少による企業債発行の減、公的資金補償金免除繰上償還の実施、定期償還

による減少 

・建設投資額の減少等により、平成 16 年度をピーク（6,601 億 19 百万円）に６年連続で減少 

・公営企業全体の決算規模 1,272 億 85 百万円の約 4.5 倍 
 

○ 主な事業の企業債現在高の状況 

 ① 下水道（法適用・法非適用計）3,975億43百万円（構成比 69.3％ 対前年度比  △2.8％） 

② 上水道・簡易水道      1,625億96百万円（構成比 28.3％ 対前年度比  △3.9％） 

③ 宅地造成            48億84百万円（構成比  0.9％ 対前年度比 △18.5％） 

 

企 業 債 発 行 額 

                              （ 単 位 ： 百 万 円 、 ％ ）  

2 2 年 度 2 1年 度

A 構 成 比 B C ( A－ B ) C ／ B

上 水 道 6, 4 9 3 31 . 5 7 , 79 4 △  1, 3 0 1 △  1 6 . 7

工 業 用 水 道 0 0 . 0 0  0  0 . 0

病 院 9 6 0 . 5 24 7 △  1 5 1 △  6 1 . 1

観 光 施 設 0 0 . 0 0  0  0 . 0

下 水 道 5, 8 2 9 28 . 2 2 , 09 1  3, 7 3 8  17 8 . 8

市 場 0 0 . 0 0  0  0 . 0

小 計 1 2, 4 1 8 60 . 2 1 0 , 13 2  2, 2 8 6  2 2 . 6

簡 易 水 道 4 8 0 . 2 16 4 △  1 1 6 △  7 0 . 7

下 水 道 8, 0 2 5 38 . 9 1 4 , 61 8 △  6, 5 9 3 △  4 5 . 1

市 場 0 0 . 0 0  0  0 . 0

と 畜 場 0 0 . 0 0  0  0 . 0

観 光 施 設 0 0 . 0 0  0  0 . 0

宅 地 造 成 1 5 5 0 . 8 22 4 △  6 9 △  3 0 . 8

駐 車 場 0 0 . 0 0  0  0 . 0

介 護 サ ー ビ ス 0 0 . 0 0  0  0 . 0

小 計 8, 2 2 7 39 . 8 1 5 , 00 5 △  6, 7 7 8 △  4 5 . 2

2 0, 6 4 5 1 00 . 0 2 5 , 13 7 △  4, 4 9 2 △  1 7 . 9

2, 6 8 9, 9 0 0 － 3 , 00 0 , 20 0 △  3 1 0, 3 0 0 △  1 0 . 3

法

非

適

用

県 　 　 　 　 　 計

全 　 国 　 計

項 　 　 目
対 前 年 度 比 較

法

適

用

 
企 業 債 償 還 額 

                              （ 単 位 ： 百 万 円 、 ％ ）  

2 2年 度 2 1年 度

A 構 成 比 B C ( A－ B ) C ／ B

上 水 道 1 2, 8 5 1 31 . 5 1 1 , 88 5  9 6 6  8 . 1

工 業 用 水 道 3 3 0 . 1 3 3  0  0 . 0

病 院 6 4 6 1 . 6 61 3  3 3  5 . 4

観 光 施 設 0 0 . 0 0  0  0 .

下 水 道 9, 0 2 0 22 . 1 5 , 38 0  3, 6 4 0  6 7 . 7

市 場 8 2 0 . 2 7 9  3  3 . 8

小 計 2 2, 6 3 2 55 . 6 1 7 , 99 0  4, 6 4 2  2 5 . 8

簡 易 水 道 2 5 2 0 . 6 37 3 △  1 2 1 △  3 2 . 4

下 水 道 1 6, 3 5 7 40 . 2 2 0 , 71 4 △  4, 3 5 7 △  2 1 . 0

市 場 3 5 3 0 . 9 34 1  1 2  3 . 5

と 畜 場 1 0 0 . 0 1 0  0  0 . 0

観 光 施 設 3 4 0 . 1 3 4  0  0 .

宅 地 造 成 1, 0 7 6 2 . 6 92 4  1 5 2  1 6 . 5

駐 車 場 0 0 . 0 0  0  0 . 0

介 護 サ ー ビ ス 2 4 0 . 1 2 3  1  4 . 3

小 計 1 8, 1 0 7 44 . 4 2 2 , 41 9 △  4, 3 1 2 △  1 9 . 2

4 0, 7 3 8 1 00 . 0 4 0 , 40 9  3 2 9  0 . 8合 計

項 　 　 目
対 前 年 度 比 較

法

適

用

法

非

適

用

0

0
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*1企業債…地方公営企業の建設改良等に要する資金に充てるために起こす地方債をいう。 



企 業 債 現 在 高 

                              （ 単 位 ： 百 万 円 、 ％ ）  

2 2 年 度 2 1 年 度

A 構 成 比 B C ( A － B ) C ／ B

上 水 道 1 5 8 , 9 9 3 2 7 . 7 1 6 5 , 3 5 1 △  6 , 3 5 8 △  3 . 8

工 業 用 水 道 4 0 2 0 . 1 4 3 5 △  3 3 △  7 . 6

病 院 4 , 6 9 8 0 . 8 5 , 2 4 8 △  5 5 0 △  1 0 . 5

観 光 施 設 0 0 . 0 0  0  0 . 0

下 水 道 8 7 , 5 3 3 1 5 . 3 9 0 , 7 2 4 △  3 , 1 9 1 △  3 . 5

市 場 9 2 7 0 . 2 1 , 0 0 9 △  8 2 △  8 . 1

小 計 2 5 2 , 5 5 3 4 4 . 0 2 6 2 , 7 6 7 △  1 0 , 2 1 4 △  3 . 9

簡 易 水 道 3 , 6 0 3 0 . 6 3 , 8 0 7 △  2 0 4 △  5 . 4

下 水 道 3 1 0 , 0 1 0 5 4 . 0 3 1 8 , 3 4 2 △  8 , 3 3 2 △  2 . 6

市 場 2 , 2 9 6 0 . 4 2 , 6 4 9 △  3 5 3 △  1 3 . 3

と 畜 場 8 8 0 . 0 9 9 △  1 1 △  1 1 . 1

観 光 施 設 4 9 0 . 0 8 3 △  3 4 △  4 1 . 0

宅 地 造 成 4 , 8 8 4 0 . 9 5 , 9 9 0 △  1 , 1 0 6 △  1 8 . 5

駐 車 場 0 0 . 0 0  0  0 . 0

介 護 サ ー ビ ス 2 4 2 0 . 0 2 6 7 △  2 5 △  9 . 4

小 計 3 2 1 , 1 7 2 5 6 . 0 3 3 1 , 2 3 6 △  1 0 , 0 6 4 △  3 . 0

5 7 3 , 7 2 5 1 0 0 . 0 5 9 4 , 0 0 4 △  2 0 , 2 7 9 △  3 . 4

5 3 , 3 1 4 , 1 0 0 － 5 4 , 9 4 8 , 2 0 0 △  1 , 6 3 4 , 1 0 0 △  3 . 0

県 　 　 　 　 　 計

全 　 国 　 計

項 　 　 目
対 前 年 度 比 較

法

適

用

法

非

適

用

 
企 業 債 現 在 高 の 推 移 

                                （ 単 位 ： 百 万 円 ）  

1 6年 度
( ﾋﾟｰｸ )

18年 度 1 9年 度 20年 度 2 1年 度 2 2年 度

上 水 道 189 ,1 9 5 1 83 , 1 3 6 1 7 6 , 27 3 1 6 7 , 9 9 9 1 6 5 , 3 5 1 1 5 8 , 9 9 3

工 業 用 水 道 592 53 1 49 9 4 6 7 4 3 5 4 0 2

病 院 6 ,892 6 , 2 6 6 5 , 93 0 5 , 6 1 5 5 , 2 4 8 4 , 6 9 8

観 光 施 設 0 0 0 0 0 0

下 水 道 101 ,2 6 7 1 00 , 8 6 0 9 7 , 69 8 9 4 , 0 1 3 9 0 , 7 2 4 8 7 , 5 3 3

市 場 1 ,609 1 , 2 6 9 1 , 17 0 1 , 0 8 8 1 , 0 0 9 9 2 7

小 計 299 ,5 5 4 2 92 , 0 6 2 2 8 1 , 57 0 2 6 9 , 1 8 3 2 6 2 , 7 6 7 2 5 2 , 5 5 3

簡 易 水 道 7 ,632 5 , 6 6 7 5 , 64 5 5 , 4 5 8 3 , 8 0 7 3 , 6 0 3

下 水 道 337 ,4 4 0 3 33 , 6 4 1 3 3 0 , 72 9 3 2 4 , 4 3 9 3 1 8 , 3 4 2 3 1 0 , 0 1 0

市 場 4 ,251 3 , 6 4 0 3 , 32 0 2 , 9 9 0 2 , 6 4 9 2 , 2 9 6

と 畜 場 147 12 8 11 8 1 0 9 9 9 8 8

観 光 施 設 377 24 0 17 7 1 1 7 8 3 4 9

宅 地 造 成 10 ,23 7 10 , 0 2 6 1 1 , 00 6 6 , 6 9 0 5 , 9 9 0 4 , 8 8 4

駐 車 場 0 0 0 0 0 0

介 護 サ ー ビ ス 481 33 3 31 2 2 9 0 2 6 7 2 4 2

小 計 360 ,5 6 5 3 53 , 6 7 4 3 5 1 , 30 8 3 4 0 , 0 9 3 3 3 1 , 2 3 6 3 2 1 , 1 7 2

6 6 0 ,1 1 9 6 45 , 7 3 7 6 3 2 , 87 8 6 0 9 , 2 7 5 5 9 4 , 0 0 4 5 7 3 , 7 2 5

項     目

法

適

用

法

非

適

用

合 計  
 

企 業 債 現 在 高 等 の 推 移 
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６ 他 会 計 繰 入 金 の 状 況 

他会計繰入金∗１：319億16百万円 

・前年度比：12億13百万円（△3.7％）減少 

・減少要因：上水道、下水道に対する繰入の減少 

・下水道の繰入金が全体の78.1％を占め、以下、水道（7.7％）、病院（7.0％）が続く 

・基準内繰入金237億19百万円（全体の74.3％）、基準外繰入金81億97百万円（25.7％） 

 

○ 主な事業の状況 

 ① 下水道（法適用・法非適用計）249億14百万円（構成比 78.1％ 対前年度比  △4.1％） 

 ② 上水道・簡易水道       24億64百万円（構成比  7.7％ 対前年度比  △10.2％） 

 ③ 病院             22億39百万円（構成比  7.0％ 対前年度比  △3.2％） 

 ④ 宅地造成           13億47百万円（構成比  4.2％ 対前年度比  ＋15.5％） 

 

他 会 計 繰 入 金 

                                                         （ 単 位 ： 百 万 円 、 ％ ）  

22年度 21年度

A 構成比 B C(A－B) C／B

上 水 道 2,227 7.0 2,473 △ 246 △ 9.9

工 業 用 水 道 41 0.1 44 △ 3 △ 6.8

病 院 2,239 7.0 2,313 △ 74 △ 3.2

観 光 施 設 0 0.0 0 0 0.0

下 水 道 5,459 17.1 5,842 △ 383 △ 6.6

市 場 75 0.2 77 △ 2 △ 2.6
小 計 10,041 31.5 10,748 △ 707 △ 6.6

簡 易 水 道 237 0.7 272 △ 35 △ 12.9

下 水 道 19,455 61.0 20,126 △ 671 △ 3.3

市 場 554 1.7 558 △ 4 △ 0.7

と 畜 場 57 0.2 46 11 23.9

観 光 施 設 69 0.2 64 5 7.8

宅 地 造 成 1,347 4.2 1,166 181 15.5

駐 車 場 102 0.3 98 4 4.1
介 護 サ ー ビ ス 55 0.2 52 3 5.8

小 計 21,875 68.5 22,380 △ 505 △ 2.3

31,916 100.0 33,129 △ 1,213 △ 3.7

3,235,309 － 3,366,162 △ 130,853 △ 3.9全　国　計

項  　　  目
対前年度比較

法

適

用

法

非

適

用

県　　　　　計

 
 

 

他会計繰入金総額に占める各事業の割合 

 

水道
    2,464

　　　　7.7%

下水道　24,914
　　　　78.1%

病院
   2,239
   7.0%

宅地造成
1,347
4.2%

その他　952
　　　　　3.0%

下水道

水道

病院

宅地造成

その他

 

（単位：百万円） 

繰入金総額 

  31,916 
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∗１他会計繰入金…一般会計等からの繰入金で、水道事業における消火栓の設置費や下水道事業の雨水分及び一部の汚水分の処理に要す

る経費のように一般会計が負担すべき経費に対する繰入金（基準内繰入金）とそれ以外のもの（基準外繰入金）に分けられる。 



他 会 計 繰 入 金 の 内 訳 

                                                    （ 単 位 ： 百 万 円 、 ％ ）  
基 準外

基準内 基準 外 基準内 基準外 基準内 基準 外 繰 入金

繰入金 繰入 金 繰入金 繰入金 繰入金 繰入 金 の 割合

A B

上 水 道 1,00 4 357 647 1, 223 9 06 3 17 2,22 7 1 ,263 964 43. 3

工 業 用 水 道 1 4 0 14 27 0 27 4 1 0 41 100. 0

病 院 1,81 0 741 1 ,069 429 4 26 3 2,23 9 1 ,167 1 ,072 47. 9

観 光 施 設 0 0 0 0 0 0 0 0 0

下 水 道 4,62 0 4 ,205 415 838 3 38 5 01 5,45 9 4 ,542 916 16. 8

市 場 3 5 31 4 41 41 0 7 5 72 4 5. 3

小 計 7,48 2 5 ,333 2 ,149 2, 559 1,7 11 8 48 1 0,04 1 7 ,044 2 ,996 29. 8

簡 易 水 道 4 7 39 9 190 1 14 76 23 7 153 84 35. 4

下 水 道 1 4,80 8 14 ,500 308 4, 647 1,7 34 2,9 13 1 9,45 5 16 ,234 3 ,221 16. 6

市 場 28 7 155 132 267 1 34 1 33 55 4 288 265 47. 8

と 畜 場 4 7 0 47 10 0 10 5 7 0 57 100. 0

観 光 施 設 3 5 0 35 34 0 34 6 9 0 69 100. 0

宅 地 造 成 5 7 0 57 1, 289 0 1,2 89 1,34 7 0 1 ,347 100. 0

駐 車 場 10 2 0 102 0 0 0 10 2 0 102 10

介 護 サ ー ビ ス 2 3 0 23 32 0 32 5 5 0 55 100. 0

小 計 1 5,40 6 14 ,693 713 6, 469 1,9 82 4,4 87 2 1,87 5 16 ,675 5 ,200 23. 8

2 2,88 8 20 ,027 2 ,862 9, 028 3,6 93 5,3 35 3 1,91 6 23 ,719 8 ,197 25. 7

2 2,64 7 18 ,087 4 ,560 10, 482 4,1 76 6,3 05 3 3,12 9 22 ,263 10 ,866 32. 8

法

非

適

用

計

他 会計 繰入 金合 計

21 年 度

項    　 　目

収 益的収 入 資本的 収入

計 計

合 計

法

適

用

B／ A

0. 0

0. 0

 
 

他 会 計 繰 入 金 の 推 移 

                                                      （ 単 位 ： 百 万 円 ）  

1 8年 度 19 年 度
2 0年 度

(過 去 最 多 )
2 1 年 度 2 2年 度

上 水 道 3 , 0 6 0 2 , 7 4 0 2 , 4 9 0 2 , 4 7 3 2 , 2 2 7

工 業 用 水 道 6 2 4 6 4 8 4 4 4 1

病 院 2 , 3 1 9 2 , 3 7 1 2 , 9 0 8 2 , 3 1 3 2 , 2 3 9

観 光 施 設 1 3 0 0 0 0

下 水 道 6 , 0 0 7 6 , 1 7 1 5 , 9 6 7 5 , 8 4 2 5 , 4 5 9

市 場 1 0 4 8 6 7 6 7 7

小 計 1 1 , 5 6 4 1 1 , 4 1 3 1 1 , 4 8 8 1 0 , 7 4 8 1 0 , 0 4 1

簡 易 水 道 2 9 7 3 1 2 2 7 1 2 7 2 2 3 7

下 水 道 2 1 , 1 1 4 2 1 , 7 8 4 2 2 , 3 5 4 2 0 , 1 2 6 1 9 , 4 5 5

市 場 5 7 1 5 7 9 5 6 1 5 5 8 5 5 4

と 畜 場 2 9 3 0 2 9 4 6

観 光 施 設 9 2 7 3 7 9 6 4 6 9

宅 地 造 成 1 , 4 6 5 1 , 9 4 8 1 , 5 0 2 1 , 1 6 6 1 , 3 4 7

駐 車 場 0 0 3 0 9 8

介 護 サ ー ビ ス 6 6 1 1 1 1 6 6 5 2 5 5

小 計 2 3 , 6 3 5 2 4 , 8 3 6 2 4 , 9 9 2 2 2 , 3 8 0 2 1 , 8 7 5

3 5 , 1 9 9 3 6 , 2 4 9 3 6 , 4 8 0 3 3 , 1 2 9 3 1 , 9 1 6

項     目

法

適

用

法

非

適

用

合 計

7 5

5 7

1 0 2

 
 

他 会 計 繰 入 金 の 推 移 
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７ 普通会計と公営企業会計との比較 
①公営企業の決算規模は、市町村等普通会計*1歳出決算規模（歳出決算総額 7,763 億 38 百万円）の 16.4％に相当

②公営企業の企業債現在高は、普通会計地方債現在高（6,422 億 71 百万円）の 89.3％に相当 

③企業債現在高と普通会計地方債現在高の合算額は、１兆2,159億96百万円 

 
決 算 規 模 及 び 企 業 債 等 現 在 高 の 推 移 

                                                    （ 単 位 ： 百 万 円 、 ％ ）  

1 8年 度 19年 度 20年 度 21年 度 22年 度

公 営 企 業 会 計 (a) 1 4 2 , 0 0 6 1 6 0 , 4 1 5 1 5 7 , 2 64 1 3 6 ,0 8 3 1 27 , 2 8 5

普 通 会 計 (b) 7 1 1 , 0 9 4 7 1 8 , 3 5 1 7 2 5 , 2 16 7 7 2 ,1 5 7 7 76 , 3 3 8

比 率 ( a ) / ( b) 2 0 . 0 2 2 . 3 2 1 .7 17 . 6 1 6 . 4

公 営 企 業 会 計 (c) 6 4 5 , 7 3 7 6 3 2 , 8 7 8 6 0 9 , 2 75 5 9 4 ,0 0 4 5 73 , 7 2 5

普 通 会 計 (d) 6 9 6 , 8 7 4 6 7 2 , 9 0 2 6 5 2 , 4 28 6 4 5 ,4 5 4 6 42 , 2 7 1

合　 　 　 　 計 　 1, 3 4 2 , 6 1 1 1 , 3 0 5 , 7 8 0 1 , 2 6 1 , 7 03 1 , 2 3 9 ,4 5 8 1 , 2 15 , 9 9 6

比 率 ( c ) / ( d) 9 2 . 7 9 4 . 1 9 3 .4 92 . 0 8 9 . 3

項     目

決

算

規

模

企

業

債

等

現

在

高

 
 

(注)普通会計には、市町村で構成する一部事務組合の決算額を含む。 

 

決 算 規 模 及 び 企 業 債 等 現 在 高 の 推 移 
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7,7637,722

7,2527,111 7,184

1,604 1,573 1,3611,420
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普通会計地方債現在高 公営企業会計企業債現在高

億円

                                                 

年度 

 

 
*1 普通会計…総務省の定める基準により各市町の会計を再構成したもので、財政分析に用いられる理論上の会計区分。一般会計と公営

事業会計を除くすべての特別会計との合算額から、各会計間の繰入れ、繰出し等、相互に重複する部分を控除したものである。 

※公営事業会計…地方公共団体の経営する公営企業と、国民健康保険事業、老人保健医療事業、介護保険事業、収益事業（競輪、競馬

など）に係る会計の総称。 


